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「北方かわらばん」は、地方独立行政法人 北海道立総合研究機構 建築研究 

本部 北方建築総合研究所（旧・北海道立北方建築総合研究所）が発行してい 

るメールマガジンです。 

このメールが不要な方は、お手数ですが【管理者からのお知らせ】に掲載して 

いるメールアドレスにご連絡ください。このメールアドレスは配信専用のため 

返信できませんのでご了承ください。 

 

※ＭＳゴシックなどの等幅フォントでご覧ください。 

 

〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓 

   今月号のトピックス 

〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓 

 

第６４号の内容はこちらです。 

 

■ひとことエッセイ 

  「フィンランドと北海道の大学間のジョイントシンポジウムに出席して」 

 

■研究紹介「道内自治体の住替え推進施策支援に関する研究 

          －その３ 住基台帳を用いた住民転出入動向の把握－」 

 

■最近の研究所の動き 

 □ジャパンホームショーに出展しました 

 □道総研オープンフォーラムに参加しました 

 □構造計算適合性判定センターから 

 

■年末・年始のお知らせ 

 

〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓 

 ひとことエッセイ 

  「フィンランドと北海道の大学間のジョイントシンポジウムに出席して」 

〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓 

 

私は先月の１１月５～７日に、北海道大学の協定校でフィンランドにあるオウ 

ル大学、ラップランド大学と北海道大学、札幌市立大学が開催したジョイント 



シンポジウム（SUSTAINABILITY WEEKS 2014 - Finnish-Japanese Joint Sympo 

sium）に参加してきました。シンポジウムは、フィンランドのロバニエミ市に 

あるラップランド大学で開催されました。北海道からは小澤丈夫准教授（北海 

道大学・建築）、森太郎准教授（同）、斉藤雅也准教授（札幌市立大学・デザ 

イン）をはじめとする先生方が参加され、北海道とフィンランドから７３名の 

研究者などが参加しました。フィンランドは、北海道よりも面積は約４倍も大 

きいですが、人口は北海道とほぼ同じくらいの国です。 

 

シンポジウムでは、「サービスデザイン」、「高齢社会」、「観光」等を切り 

口に５つの分科会が行われ、私は「北方圏における縮小（shrinkage）」をテー 

マとする分科会に出席しました。分科会では、両国の代表者が人口減少、エネ 

ルギー、健康などの課題や研究についてプレゼンテーションを行い、お互いの 

現状を共有し課題を整理しました。その後、私たちは何をすべきか？というこ 

とを主に議論し、とても活発な議論が行われました。ちなみに、議論はすべて 

英語で行われました。私は議論に付いていくのに精一杯になる時も多々ありま 

したが・・・、拙い英語を用いて頑張りました。私にとってはこのような経験 

は初めてであったため、とても良い刺激を受けることができました。 

 

議論を通して私が感じたのは、北海道とフィンランドは、国は違うが中心とな 

る都市に人口が集中し、小規模な町では人口減少が進むなど課題や問題に共通 

点が多いこと。また、課題や問題をネガティブにとらえるか、それともポジテ 

ィブにとらえるかによってアプローチや解決策が全く異なること。さらに、標 

準化した一般解を得るよりも地域性を考慮した解を得ることの重要性を感じ、 

自分自身の研究姿勢について自問自答するよい機会になりました。 

 

今後はポジティブな視点を磨きつつ研究を行っていくとともに、今回フィンラ 

ンドに行ってできた国際ネットワークを活かした研究ができるよう、努力した 

いと思います。 

 

（居住科学Ｇ 阿部） 
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 研究紹介「道内自治体の住替え推進施策支援に関する研究 

          －その３ 住基台帳を用いた住民転出入動向の把握－」 
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今回は「道内自治体の住替え推進施策支援に関する研究」その３として、住替 

え推進を検討する上で最も基礎となる住民の動向を把握する手法をご紹介いた 

します。 

 

住宅種類や数の需要がわからないまま供給すると空き家リスクを抱えることに 

もつながりかねません。そこで本研究では、南幌町を対象に住民基本台帳を分 

析することから、町内の住宅需要を把握しました。住民基本台帳からは、直前 

の住所、現在の住所、家族構成、転出した人の町内での住所と転出先がわかり 

町内での住替え実態や結婚独立などによる世帯分離についても把握することが 



できます。 

 

南幌町では、多くの高齢者が札幌市に転出していることが明らかとなりました。 

除雪の大変さからマンションに移る場合や、施設等に入居する場合が考えられ 

ます。人口減少が進む中で、一人でも多くの方に町内に住みつづけてもらうた 

めに、やはり何かしらの高齢者向けの住宅が求められるでしょう。 

一方で、転入元をみると、札幌市だけでなく近隣の自治体からの住替えも多い 

ことが分かりました。また、町内での住替えや世帯分離が予想以上に多くあり 

ました。これにより町外から転入した世帯が、一旦賃貸住宅に住み、その後町 

内で持ち家を取得するというシナリオがあることが明らかとなりました。 

 

この結果は、町内の土地や中古住宅の販売ターゲットの想定、空き家バンク活 

用の施策検討に活かされました。 

自治体担当者のみなさまへ、住民基本台帳データは、住民の転出入動向をはじ 

めとして様々な実態を把握することのできる有用なデータです。北総研では分 

析方法などのノウハウをご提供できますので、お気軽にご相談ください。 

 

（居住科学Ｇ 馬場） 
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   最近の研究所の動き 
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■【ジャパンホーム＆ビルディングショー２０１４に出展しました】 

 

平成２６年１１月１２日（水）～１４日（金）、東京都「東京ビッグサイト」 

にて開催された「 Japan Home ＆ Building Show 2014」に参加しました。 

 

北海道では、道建設部を中心として、道内民間企業・団体・道総研などが「北 

海道グループ」として一丸となり、本道の住宅建築技術や道産建材の全国への 

販路拡大や情報発信を行っています。 

今年は、道産木材を活用した建材、構法等に関する出展が多かったのですが、 

他県からも同様の出展が多く、地域材の住宅への利用拡大が全国的に課題とさ 

れていることを強く感じました。 

本年は、道や道総研の取り組みについて、他県の出展者に対してより積極的に 

ＰＲすることにより、道内企業の販路拡大にもつなげていきたいと考えており 

ます。 

 

 参照：http://www.jma.or.jp/jhbs/index.html 

 

（企画課 清水） 

 

■【道総研オープンフォーラムに参加しました】 

 

平成２６年１１月２７日（木）に札幌の東京ドームホテル札幌で第２回道総研 



オープンフォーラムが開催されました。 

このフォーラムは、「自立可能な地域社会の実現に向けて」をテーマに、道総 

研が取り組んでいる２つの戦略研究の成果について発表するもので、第一部で 

は戦略研究「『新たな住まい』と森林資源循環による持続可能な地域の形成」 

についての発表が行われ、北総研の鈴木大隆副所長と糸毛治研究主査が参加し 

ました。 

 

糸毛主査は、「地域のための『新たな住まい』の構築に向けて」と題し、今後 

変化していく社会環境に対応するための新たな住まいの目標像について、暮ら 

し方に応じた多様な住まい、地域居住、道産木質建材の利用、住宅の価値表示 

をキーワードに、これまでの検討結果を報告したほか、森林資源の循環、地域 

産業の活性化のために、住宅産業が目指すべき方向を提案しました。 

 

鈴木副所長は、「森林と住まいをつなげる地域産業の形成を目指して」と題し 

て、今後の地域再生、地域定住の促進には、確かな「地域（二次）産業」の創 

出が不可欠であり、この戦略研究における川上（森林業）、川中（製材業）、 

川下（住宅産業）が一体となった森林資源循環の構築に向けた取り組みは、地 

域産業を創出し、地域生産、地域経済への貢献を目指したものであるが、まだ 

まだ小さな一歩を踏み出したに過ぎず、道内の住宅着工戸数が減少する中で、 

非住宅用途への適用や道産材の道外展開などの需要拡大を、これからも絶えず 

取り組んでいかなければならないと、この研究を総括しました。 

 

この他、当日はパネル等の展示も行い、研究成果の普及を図りました。 

当日はフォーラム全体で４００名を超える方々に参加いただき、当所を含めた 

道総研の地域材活用の取り組みについて、多くの方に知っていただけたものと 

思います。 

 

（企画課 酒井） 

 

※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※ 

 

■【構造計算適合性判定センターから】  

 

□１１月の判定業務 

受付   ３件（４棟）  

結果通知 ７件（９棟）  

 

１１月の判定依頼は、共同住宅、自動車車庫、百貨店・マーケット・その他物 

品販売店舗（計画変更）でした。 

 

総判定日数（受付から結果通知までの期間）の平均日数は３９．２日（前月比 

約＋１６日程度）、実判定日数（設計者の修正期間を除く実際の審査期間）の 

平均日数は８．１日（前月比約＋２日程度）でした。 

 

総判定日数が前月比約＋１６日と非常に長期化しています。１１月は設計者が 



対応に要した平均日数自体が前月に比較して１２日程度長期化していること、 

また、対応に長期間を要した案件が数件有り、結果通知数が７件と少ないこと 

から、総判定日数が非常に長くなる結果（それらを除くと３０日程度）となり 

ました。 

判定依頼数は指定判定機関複数化の影響と想定される状況であり、非常に少な 

くなっていますが、依頼を受けてから通知発信までは２～７日程度と短縮され 

ています。 

このコーナーでは改正建築基準法について毎月状況を報告していますが、今月 

も依然としてパブコメや政省令などの公布がありません。引き続き、今後の動 

向には注意が必要です。 

当判定センターでは更なる判定時間短縮と丁寧な判定を目標に業務を実施して 

います。引き続き、皆様のご協力をお願いいたします。 

 

（構造判定Ｇ 渡邊）  

 

※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※ 

 

■【年末・年始のお知らせ】 

 

北方建築総合研究所の年末・年始の業務日をお知らせします。 

 

年末 平成２６年１２月２６日（金）まで平常業務 

年始 平成２７年 １月 ５日（月）より平常業務 

 

平成２６年１２月２７日（土）～平成２７年１月４日（日）は年末年始のため 

休業します。 

ご理解の程よろしくお願いいたします。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

   管理者からのお知らせ 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

アドレスを登録した覚えのない方は、お手数ですが下記の各種お問い合わせ専 

用アドレス宛てにメールにてお知らせください。 

登録内容の変更や配信停止は、下記のアドレスをクリックしていただき、ホー 

ムページ上で手続きを行ってください。クリックしても正しく表示されない場 

合は、アドレスをコピーしてブラウザに貼り付けてご利用ください。 

メールアドレスの変更、配信停止の手続きを行ったにもかかわらず、行き違い 

により配信される場合がございますので、ご了承ください。 

 

■購読申込・変更・配信停止はこちら 

 http://www.nrb.hro.or.jp/provide/sendmail_newsletter.html 

変更・配信停止の場合は、ご意見、ご質問欄に「変更」または「配信停止」と 

記載してください。 

 



■各種お問い合わせメールフォーム 

 http://www.nrb.hro.or.jp/sendmail.html 

 

ご登録いただいた情報は、メールマガジンの配信及びイベント情報の配信を目 

的として利用し、それ以外の目的に使用することはありません。 

 

─────────────────────────────────── 

発行：（地独）北海道立総合研究機構 建築研究本部 北方建築総合研究所 


